
（別紙１）

【共通様式】
令和５年度　都市整備局運営方針

（所属長 ： 上村　洋）

「目標」「使命」及び「所属運営の基本的な考え方」

目標
●地域との連携による魅力と活気あふれるまちづくり
●安全・安心に住み続けられる住まいづくり
●持続可能で効率的な公共建築づくり

使命

●これまで培ってきたノウハウを活かして「まちづくり」「住まいづくり」「公共建築
　づくり」を推進する役割
●地域の魅力を引き出しかたちにし、地域との連携により新たな地域力を生み出す役割
●安全安心な住まいへ誘導し、誰もが快適に暮らせる住まいを生み出す役割
●それらを支える公共建築をつくる役割

令和５年度
所属運営の
基本的な
考え方

●局の活動フィールドである「まち」「住まい」「公共建築」を再認識し、活動をマネ
　ジメントする。
　「ま     ち」 ：地域の多様な担い手との連携を図り、様々な地域資源を活かして、都
　　　　　　　　市の魅力向上、防災性向上、機能強化を推進する。
　「住 ま い」 ：子育て世帯等の市内居住を支援するとともに、居住環境の安全性確
　　　　　　　　保、安心居住を推進する。
　「公共建築」：市民生活を支える公共建築を将来にわたり適切かつ効率的に維持・更
　　　　　　　　新する。



【共通様式】

主な戦略
(課題解決の方策)

（１）都市・地域魅力の向上・発信
（２）市営住宅ストックを活用した地域まちづくりへの貢献
（３）密集住宅市街地における防災性の向上
（４）土地利用の更新によるまちの活力の向上

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

本市が実施する調査において、大阪のまちづくりに資する活動に関わりたい（関わって
いる）と答えた割合
　　57%（令和元年度）→65%（令和6年度）

令和5年度末までに、令和元年度時点で実施している区以外で新たに土地区画整理事業を
実施
　　2区

市営住宅の建替余剰地を活用した良質な民間住宅の供給戸数（累計）
　　2,486戸（令和2年度）→2,800戸（令和7年度）

令和12年度末までに、「重点対策地区」（10防災街区：約640ha）のすべてにおい
て、①かつ②の2指標を達成
　　①「燃えにくさ」（延焼危険性）を示す不燃領域率40%以上
　　②「逃げやすさ」（避難困難性）を示す地区内閉塞度レベル2

A

A

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

4,309百万円 5,533百万円 5,934百万円

課題認識

・市内には、伝統的な様式の町家や近代建築をはじめとする都市・地域の魅力を高める
　建築物等が数多く存在しており、これらの魅力資源を活かした都市・地域魅力の向
　上・発信をより一層進める必要がある。
　また、利用・流通に供されていない空家が増加傾向にあり、地域魅力向上のため利活
　用を促進する必要がある。
・市営住宅団地では、高齢化の進行によるコミュニティの沈滞化がみられ、地域活性化
　に向けたストックの有効活用が必要である。
・JR大阪環状線の外周部等には、防災面などで課題を抱えた密集住宅市街地が広く分布
　しており、防災性の向上を図る必要がある。
・土地の規模・形状、接道条件が悪い等の条件から、低未利用地が点在しており、土地
　利用の更新によるまちの活力の向上を促進していく必要がある。

3決算額 4予算額 5予算額

経営課題１　地域との連携による魅力と活気あふれるまちづくり

重点的に取り組む経営課題

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

本市が実施する調査において、大阪のまちづくり
に資する活動に関わりたい（関わって
いる）と答えた割合
　：－（次回測定は、令和6年度予定）

ー

令和5年度末までに、令和元年度時点で実施して
いる区以外で新たに土地区画整理事業を実施
　：4区（令和5年度）

A ３区（令和4年度）

2,640戸（令和4年度）

令和４年度末時点で２指標を
達成した防災街区はないが、
10防災街区とも着実に進捗

54％（令和4年度）

市営住宅の建替余剰地を活用した良質な民間住宅
の供給戸数（累計）
　：2,840戸（令和5年度）

10防災街区のうち2指標を達成した防災街区
　：3防災街区（令和5年度末）
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8,332戸（令和2年度～令和4
年度の合計）

子育て世帯等の居住に資する住宅供給戸数
　　15,000戸（令和２～６年度の合計）

住宅の「高齢者への配慮（段差がない等）」への不満率
　　46.1%（平成30年）→40.0%（令和５年）

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

子育て世帯等の居住に資する住宅供給戸数
　：10,304戸（令和2年度～令和5年度の合計）

B

民間住宅の耐震化率
　：－（次回測定は、令和7年予定）

多数の者が利用する民間建築物の耐震化率
　：－（次回測定は、令和7年予定）

民間住宅の耐震化率
　：－（令和2年：89.7％）

多数の者が利用する民間建築
物の耐震化率
　：－（令和2年：95.5％）

ー

（１）新婚・子育て世帯の市内居住への支援
（２）民間建築物ストックの活用に向けた耐震化等の促進
（３）安心居住の推進

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

経営課題２　安全・安心に住み続けられる住まいづくり

住宅の「高齢者への配慮（段差がない等）」への
不満率
　：－（令和5年結果は、令和7年8月公表予定）

ー
住宅の「高齢者への配慮（段
差がない等）」への不満率
　：－（平成30年：46.1%）

3決算額 4予算額 5予算額40,441百万円 43,754百万円 44,919百万円

課題認識

・近年、単身世帯等の若年層（20歳代）が転入超過となる一方で、子育て層（30～
　40歳代）については転出傾向にあり、新婚・子育て世帯の市内居住を促進するた
　め、子育て世帯等が良質な住宅を確保できるよう支援する必要がある。
・民間住宅において、耐震化率は一定向上しているものの、既存住宅の耐震改修等は十
　分に進んでおらず、住宅の耐震化等の促進が必要である。
・大阪市の高齢者数は今後も増加する見込みであり、高齢者をはじめとする多様な居住
　ニーズに対応した、安全・安心に暮らせる住まいを確保できるよう、市営住宅ストッ
　クの整備を推進するとともに、一定の性能を備えた民間住宅への居住に対する支援が
　必要である。

民間住宅の耐震化率
　　84.6%（平成27年）→95%（令和７年）
多数の者が利用する民間建築物の耐震化率
　　92.5%（平成27年）→概ね解消（令和７年）

主な戦略
(課題解決の方策)
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市設建築物（一般施設）におけるエネルギー消費
量の削減率（平成25年度比）
　：34.1％（令和5年度（令和４年度エネルギー
消費量の削減率））

B
－
(令和５年度運営方針からアウ
トカム指標に設定)

市設建築物（一般施設）におけるエネルギー消費量の削減率（平成25年度比）
　　36.1％（令和3年度）→50.0％（令和12年度）

経営課題３　持続可能で効率的な公共建築づくり

5予算額 461百万円4予算額 461百万円

課題認識

・大阪市は、庁舎や市民利用施設、学校、市営住宅など多種多様な施設を整備してきて
　おり、その合計は約2,650施設、延床面積約1,315万㎡となっている。また、高度
　経済成長の影響が大きい1960年代後半から1970年代に建築されたものが多く、
　建築後30年以上経過したものが60%以上を占めるなど老朽化が進行している。
・ これら市設建築物については、老朽化に伴い多くの施設で更新時期を迎えるととも
　に、新たな施策に応じた新増築や改修等の事業量も急増している。施設の機能・
　安全性の向上や多様なニーズに的確に対応していくためには、より一層計画的か
　つ効率的な業務推進が求められている。
・また近年は、脱炭素社会の実現に向けた意識が高まっており、本市においても「ゼロ
　カーボンおおさか」の実現を掲げていることから、市設建築物の省エネルギー・
　省CO2化の取組を積極的に推進する必要がある。

3決算額 426百万円

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

省エネ法への適合義務のある新増築を行う市設建
築物におけるZEB化率
　：－
(令和５年４月に『市設建築物設計指針(環境編)』
を改正し、以降設計に着手する物件は原則、ZEB
Oriented相当以上をめざすことを規定。)

ー
－
(令和５年度運営方針からアウ
トカム指標に設定)

主な戦略
(課題解決の方策)

（１）ファシリティマネジメントの推進
（２）市設建築物の整備需要への確実な対応

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標） 令和12年度末までに、省エネ法への適合義務のある新増築を行う市設建築物において、

ZEB化率100％を達成（ZEB Oriented 相当以上）
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自己評価
（運営方針全体
の定性評価）

　
　地域との連携による魅力と活気あふれるまちづくり、安全･安心に住み続けられる住ま
いづくり、持続可能で効率的な公共建築づくりに向け、都市・地域魅力の向上・発信や市
営住宅ストックを活用した地域まちづくりへの貢献、密集住宅市街地における防災性の向
上、土地利用の更新によるまちの活力の向上、新婚・子育て世帯の市内居住への支援、民
間建築物の耐震化等の促進、安心居住の推進及びファシリティマネジメントの推進などの
各種施策・事業を展開してきた。目標を達成できなかった取組もあったが、全体として戦
略の進捗を図ることができたと考えている。

＜経営課題１＞　地域との連携による魅力と活気あふれるまちづくり
（１）都市・地域魅力の向上・発信については、これまでの取組の結果、一定の成果はあ
がっており、市民が自分たちの暮らす大阪という都市・まちづくりへの興味・関心を高め
るため、地域の多様な担い手との連携を図り、建築物等を活かした都市・地域魅力の創
出、空家の利活用促進などの取組をより一層推進していく。
（２）市営住宅ストックを活用した地域まちづくりへの貢献については、市営住宅の建替
事業に伴い創出された余剰地や、市営住宅の空き住戸の活用などの取組により戦略が順調
に進んでおり、引き続き、各区役所と連携しながら取組を進めていく。
（３）密集住宅市街地における防災性の向上については、密集住宅市街地整備プログラム
に基づき、対策地区における老朽住宅の除却や建替え、重点対策地区における各種施策の
集中的な展開などにより順調に進捗しており、引き続き、区や地域住民等と連携しながら
普及啓発に取り組み、各種補助制度の利用促進をしていく。
（４）土地利用の更新によるまちの活力の向上については、区画整理手法を活用し低未利
用地を積極的に活用できる環境を整えることにより、戦略が順調に進捗しており、引き続
き、土地区画整理事業等を促進していく。

＜経営課題２＞　安全・安心に住み続けられる住まいづくり
（１）新婚・子育て世帯の市内居住への支援については、新婚・子育て世帯の住宅購入融
資利子補給制度や民間賃貸住宅への改修費補助等、取組は一定進んでおり、引き続き、積
極的な普及啓発を行うなど市内居住の促進に向けて継続的に取り組んでいく。
（２）民間建築物の耐震化等の促進については、耐震性が不足する住宅の耐震診断・改修
工事費、除却工事費に対する補助の実施、民間住宅の省エネ改修工事費の補助の実施な
ど、地震時における建物倒壊等による被害の軽減を図る取組や住宅の省エネ化に向けた取
組は一定進んでおり、引き続き、区や地域住民等と連携した積極的な普及啓発や、補助事
業の実施に取り組んでいく。
（３）安心居住の推進については、計画的かつ効率的な建替や改修等による市営住宅ス
トックの整備の推進、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居支援、分譲マンションの
適切な維持管理の促進といった、高齢者をはじめとする多様な市民が安全・安心に住み続
けられる住まいの確保に向けた取組は一定進んでおり、引き続き、各種取組を進めてい
く。

＜経営課題３＞　持続可能で効率的な公共建築づくり
（１）ファシリティマネジメントの推進については、「大阪市公共施設マネジメント基本
方針」に基づき市設建築物の長寿命化や再編整備、省エネルギー化の推進といった取組に
より一定進捗しており、引き続き、各種取組を進めていく。
（２）市設建築物の整備需要への確実な対応については、本市における建築技術の取りま

とめ部門として、市設建築物の省エネルギー化・省CO₂化の推進等、市民生活を支える市

設建築物にふさわしい品質・性能の確保、適切かつ効率的な整備の推進に向けた取組は一
定進んでおり、引き続き、各種取組を進めていく。

今後の方針

　今後も、社会情勢や市民ニーズの変化を踏まえた検証・改善を図り、当局がこれまで
培ってきた住まい・まちづくりのノウハウを活かすとともに、自己評価を踏まえ、「地域
との連携による魅力と活気あふれるまちづくり」、「安全・安心に住み続けられる住まい
づくり」、「持続可能で効率的な公共建築づくり」に向けて、各種施策の戦略的かつ効率
的な推進に努めていく。


